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１ 計画の趣旨、現状 

⑴ 計画の趣旨 

学校における課題が複雑化・多様化する中において、学習指導要領を踏まえた

教育課程等を確実に実施し、質の高い教育を持続発展させるためには、学校にお

ける働き方改革を実質的かつ着実に推進していくことが必要不可欠です。 

本市においては、令和２年４月から「学校における業務改善アクションプラン」

に取り組むとともに、「教師の勤務時間の上限に関する指針」、「学校の部活動の

方針」を制定し、それらに基づいた取組を行ってきました。 

令和７年６月の給特法等の改正を受けて全面改正された指針では、服務を監督

する教育委員会及び校長等の学校の管理職は、労働安全衛生法などの関係法令に

基づき、教育職員の勤務時間管理や健康管理を徹底し、業務分担の見直しや適正

化、必要な環境整備等を進めることが求められています。また、教育職員の心身

の健康を損なうことがないよう、安全配慮義務を十分に果たすことが明記されて

います。 

鹿児島市の全ての子供たちが、未来を生き抜く必要な力を身に付け、その将来

に大きく羽ばたくことができるよう、教育の役割は一層重要となっています。そ

のため、子供たちを最前線で支える教育職員一人一人が心身ともに健康で、その

専門性を十二分に発揮して質の高い授業や教育活動を担っていけるような環境整

備が求められています。 

学校における働き方改革を通して、本市の学校教育が更に充実するとともに、

教育職員一人一人が、意欲と能力を最大限に発揮し、働きがいをもって教育活動

を展開できる勤務環境の実現ができるよう、本計画に基づく取組を進めてまいり

ます。 

⑵ 本市の現状 

本市では、令和２年３月に、所管に属する学校の教育職員の在校等時間の上限

に関する指針として、県教委から示された「鹿児島県立学校の教育職員の健康及

び福祉の確保を図るための措置に関する規則」（以下「規則」という）を踏まえ、教

育職員の在校等時間の管理及びその時間の縮減に取り組んできたところです。 

具体的には、部活動休養日の設定や定時退庁日の確実な実施など、業務改善に

効果のあった取組等を紹介し活用を促すほか、管理職研修会において専門家によ

る講話や参加者による研究協議を実施するなど、業務改善を含めた管理職のマネ

ジメント能力の向上も図ってきました。 

その成果として、各学校では、会議の効率化、行事や業務の精選など、退庁時

間を意識した取組が進み、時間外在校等時間が国の指針に基づく上限の月 45時間

以内の教育職員の割合は、令和２年度は、小学校で 85％、中学校で 75％、市立高

等学校で 55％であったところから、令和６年度は、小学校で 88％、中学校で 80％、

市立高等学校で 83％と改善に向けた傾向が見られたところです。 

その一方、いまだ月 45時間を超える教育職員が一定数存在していることや、校
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種や職種によって差が見られることから、課題に応じた更なる取組が必要である

と考えています。 

鹿児島市における令和６年度の教育職員の時間外在校等時間は以下のとおりです。 

 

【令和６年度の時間外在校等時間の状況】 

 １年間における 

１箇月時間外在校等

時間の平均時間 

月 45 時間を上回る

割合（％） 

月 80 時間を上回る

割合（％） 

小学校 27 時間 7 分 11.8 1.2 

中学校 29 時間 40 分 20.4 2.4 

市立高等学校 30 時間 52 分 16.9 0.6 

時間外の在校等時間が月 45 時間を上回る教育職員の割合は、小学校で約 12％、

中学校で約 20％、市立高等学校で約 17％となっています。前述したとおり、アク

ションプラン策定前と比べると改善が見られますが、依然として 45 時間を超える

教育職員が一定数存在しています。 

さらに、月 80時間を上回る割合については、小学校で約１％、中学校では約２％、

市立高等学校では約１％未満となっています。校種、特に職種によって状況に差

が見られることから、課題に応じた一層の取組が必要であると考えられます。 

教育職員一人一人がこれまでの働き方を更に見直し、自ら学ぶ時間や児童生徒

と向き合う時間を確保することで、児童生徒に対してよりよい教育が実現すると

ともに、学びの専門職としての「働きやすさ」と「働きがい」を両立して、日々

活き活きと児童生徒と接することができる環境の整備に向けて、働き方改革を一

層推進していかなければなりません。こうしたことを踏まえて、公立の義務教育

諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法第８条に基づいて、本計画を策定す

るものです。 

 

２ 目標 

本計画において達成を目指す目標は以下のとおりです。 

⑴ 時間外在校等時間に関する目標 

・ １箇月時間外在校等時間が 45時間以下の教育職員の割合を 100％にします。 

・ 教育職員の１年間時間外在校等時間を 360 時間以下にします。 

・ １年間における教育職員の１箇月時間外在校等時間の平均時間を 30時間以 

内にします。 

⑵ ワーク・ライフ・バランスや働きがい等に関する目標（【】内は令和６年度数値） 

・ 年間の年次有給休暇の平均取得日数を 15 日以上にします。【12.4 日】 

・ ストレスチェックにおける高ストレス者の割合を 10％以下とします。 

【9.75％】 

・ ストレスチェックにおける健康リスクの値を 95 以下とします。【93】 
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・ ストレスチェックにおける「働きがい」、「仕事や生活の満足度」の値の向上

を図ります。※低値ほど「良」傾向 

【「働きがいに係るストレスが高い割合」：1.6％（全国平均 7.3％） 

「仕事や生活の満足度に係るストレスが高い割合」：1.6％（全国平均 5.0％）】 

 ⑶ 子育て目的の休暇等の取得に関する目標 

 ・ 育児休業取得者数割合を、女性職員、男性職員とも 100％にするよう努めま

す。【女性職員 100％、男性職員０％】 

・ 男性職員の出産補助休暇及び産前・産後休暇の年間取得者数割合を 100％と

します。【出産補助休暇 90.9％、産前・産後休暇 46.7％】 

 

３ 計画の期間 

令和８年度～令和 11 年度 

 

４ 実施する業務量管理・健康確保措置の内容 

本市では、本計画期間中の重点事項として、以下の内容に取り組みます。 

⑴ 「業務の３分類」を踏まえた業務の見直し 

ア 学校以外が担うべき業務 

(ｱ) 登下校時の通学路における日常的な見守り活動等（「３分類」①関係） 

・ 全ての小学校区に警察官ＯＢ等をスクールガード・リーダーとして委

嘱・配置し、学校の安全確保のための巡回指導や危険箇所等の情報共有

を図り、関係機関・団体と連携しながら学校安全に取り組みます。 

 

(ｲ) 放課後から夜間などにおける校外の見回り、児童生徒が補導された時の

対応（「３分類」②関係） 

・ 放課後から夜間等における見回りについては、青少年育成センターが

行っている街頭声かけに委ねることとします。 

・ 青少年育成センター運営協議会等において、補導された児童生徒の引

き取りについては、保護者が第一義的な責任を負うことについて認識を

共有します。 

 

(ｳ) 学校徴収金の徴収・管理（公会計化等）（「３分類」③関係） 

・ 学校給食費の一部について、令和８年度予算から歳入歳出予算に組み

入れ、公会計化を実施するとともに、全ての市立小中学校で給食費等の

学校徴収金の徴収業務に係る共通のシステムを導入し、徴収手続きの一

部を教育委員会事務局が担うこととします。 

 

(ｴ) 地域学校協働活動の関係者間の連絡調整等（「３分類」④関係） 

・ 地域学校協働活動推進員を配置し、ボランティアの募集や活動日等の



 

- 4 - 

 

調整を行います。 

 

(ｵ) 保護者等からの過剰な苦情や不当な要求等の学校では対応が困難な事案

への対応（「３分類」⑤関係） 

・ 保護者からの過剰な苦情や不当な要求などの学校では対応が困難な事案に

対応するため、令和４年度から導入したスクールロイヤー制度を活用し、弁

護士による法的観点からの助言を行い、教育委員会と学校が組織として連

携・協働し、苦情等に対応できる体制を構築していきます。また、これまで

の相談事例を類型化したＦＡＱについて、更なる活用を推進します。 

 

イ 教師以外が積極的に参画すべき業務 

(ｱ) 調査・統計等への回答（「３分類」⑥関係） 

・ 校務支援システムの機能等を活用することによって、市から学校に発出

される調査の回答に係る事務負担を軽減します。 

・ 各種調査、報告物等について削減に努め、簡便な提出様式や提出方法へ

の見直しを行い、学校の回答に係る負担を軽減します。 

 

(ｲ) 学校の広報資料・ウェブサイトの作成・管理、ＩＣＴ機器・ネットワー

ク設備の日常的な保守・管理（「３分類」⑦、⑧関係） 

・故障・破損受付システムのデジタル化を図ったり、遠隔操作ツールやネッ

トワーク常時監視システム等を活用したりして、迅速にトラブル等に対応

するようにします。 

 

(ｳ) 校舎の解錠・施錠（「３分類」⑩関係） 

・ 教頭等、特定の職員に集中することがないよう、職員の役割分担の見直

しを推進します。 

 

(ｴ) 部活動（「３分類」⑬関係） 

・ 令和 13 年度までに、原則、休日の全ての運動部、文化部活動の地域展

開の実現を目指します。平日の運動部活動については、引き続き、活動時

間等の適正化を図っていきます。 

 

ウ 教師の業務だが負担軽減を促進すべき業務 

(ｱ) 授業準備、学習評価や成績処理、進路指導の準備（「３分類」⑭⑮⑯⑱関係） 

・ 授業準備等を補助する教員業務支援員を学校に配置します。 

・ 令和 11 年度までに教育データ活用促進のためのダッシュボードを構築

します。その前提として、学習ｅポータル（まなびポケット）の各アプリ

の積極的な活用を促すとともに、データを生かした指導を市内学校に広く
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浸透できるようにします。 

 

(ｲ) 支援が必要な児童生徒・家庭への対応（「３分類」⑲関係） 

・ スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等の専門的な人材

の確保や学校への派遣を充実させ、専門的な知見を活用しつつ、医療・福

祉・警察等の関係機関と学校が組織として連携・協働し、適切な役割分担

のもと支援を行うことができる体制を構築します。 

・ 教育支援センターなどの学校内外の居場所を充実させ、学校と保護者・

関係機関等が連携・協働し、不登校児童生徒の支援を行うことができる体

制を構築します。 

 

⑵ 学校における措置の推進 

学校における以下の措置を推進することで、教育職員が担う業務の適正化を図

ります。 

・ 各学校の教育課程における年間授業時数や週当たり授業時数については、年

度当初の計画段階で適切な時数となるようにします。特に、年間総授業時数

が、1086 単位時間を上回ることのないように余剰時数を設定します。 

・ 教育活動等の見直し、日課表の工夫を行います。 

・ 教育職員が生成ＡＩを校務で活用している割合について、「半分以上が活用」

している教育職員の割合を令和７年度 35%を令和 11 年度までに 85%にします。 

・ 児童生徒の欠席・遅刻・早退連絡について、完全にデジタル化している学校

の割合について、令和７年度 68%を令和 11 年度までに 100%にします。 

・ 「ＧＩＧＡスクール構想の下での校務ＤＸチェックリスト」の中で、自校の

課題事項についての実施計画を立て、2学期末に達成状況について振り返りを

実施します。 

・ 勤務時間外の電話対応等については、全校に設置している留守番電話機能の

活用を継続していきます。 

 

⑶ 教育職員の健康及び福祉の確保に関する取組 

教育職員の健康及び福祉を確保するため、労働安全衛生法等の規定を遵守する

とともに、以下の内容に取り組みます。 

  ・ 出張等の負担を軽減しつつも効果を上げられるよう、各研修会の内容や方法

（オンライン、オンデマンド、ハイブリッド等）を検討します。 

・ 定期テストや通知表、家庭訪問等の実施状況や教科担任制、チーム担任制等

について情報を提供したり、カリキュラム・マネジメントの研究・実践を推進

したりするなど、業務のスリム化や教育職員の意識改革に取り組みます。 

・ 学級経営の改善や、児童生徒への適切な指導･支援を進めるため、児童生徒

理解を根幹とする特別支援教育に関する研修を全ての教育職員が参加できる形
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で実施し、教育職員の資質向上を図ると共に、校内でのサポート体制を構築

し、教育職員の心理的負担を軽減させることにつなげます。 

・ 11 時間を目安とする勤務間インターバルの確保に取り組みます。 

・ 学校における衛生委員会月１回以上の実施を推進し、職場環境の改善を図り

ます。 

・ 学校職員のメンタルヘルス不調を未然に防止するため、ストレスチェックの

受検率 100％を目指します。 

・ 年次有給休暇についてまとまった日数連続して取得できるよう、各学校に対

して取得を促進します。 

・ 学校における定時退校日を月２回以上設定するよう推進し、長期休業等の期

間中に３日間の一斉閉校期間の設定を行います。 

・ 学校における働き方改革について、学校の教育職員から自分ごととしてボト

ムアップで働き方改革や業務改善の取組が提案されるよう、学校評価や人事評

価の活用による学校レベルでのＰＤＣＡサイクルの取組を促進します。 

 

５ 関連する取組、今後のフォローアップについて 

・ 取組の着実な実行を図るため市内各学校の教育職員の在校等時間の状況を把

握し、毎年度、市のホームページで公表するとともに、定例の教育委員会及び

総合教育会議において報告することとします。 

・ 時間外在校等時間にかかる目標の達成状況については本市で導入している出

退勤管理システムで把握し、その他の目標については本市で導入しているスト

レスチェックの結果及び全職員対象のアンケートから把握します。 

・ 教育委員会において、各学校の状況を確認し、本計画の内容に照らして課題

が見られるときは、当該学校に聴き取り・指導等を実施します。特に、時間外

在校等時間が長時間となっている教育職員がいる学校や、業務の持ち帰りや休

憩時間の確保が課題になっている学校に対しては、当該年度中にも速やかに状

況が改善されることを目指し、当該学校に対する個別の支援・指導を実施しま

す。 

・ 各学校における働き方改革の取組が進むよう、様々な機会を捉え各学校へ本

計画の周知を行うとともに、管理職向けの研修を充実するように努力します。 

各学校においては、校長をはじめとした管理職のリーダーシップのもと、学校

運営協議会における協議等も踏まえつつ、本計画に基づき、教育職員の働き方改

革に向けた取組を実施します。 

・ 保護者、地域の理解を促進するため、首長部局と連携し、保護者や地域の各

自治会等に対して本市における「業務の３分類」をはじめとする業務量管理・

健康確保措置の内容について周知を行います。 


